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　手　　　段
(ここから活動
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す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）
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　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
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節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

北広島市社会福祉法人の助成に関する条例、北広島市社会福祉施設運営費補助要綱

【社会福祉協議会の事業内容】
・在宅福祉事業（配食・おむつ・テレホン・訪問理容・除雪サービスなど）
・地域福祉推進事業（三世代交流・療育キャンプ・手話通訳育成・地域福祉実践計画）
・心配ごと相談事業（相談所の開設・地域福祉権利擁護）
・ボランティアセンター活動事業（ボランティア研修・相談、派遣・交流会・団体助成など）
・資金貸付事業（福祉金庫・生活福祉資金）・共同募金事業（赤い羽根・歳末たすけあい）

平成19年6月

45,636

北広島市社会福祉協議会

地域福祉の増進を図るため、社会福祉協議会の運営・事業に要する経費を補助する。
・支援が必要な高齢者や障害者などへのサービスの充実
・ボランティアの育成及び活動支援
・事務局体制の充実強化

3,259

作成日

地域福祉

内線800

課長職名事務区分

安全で安心のできるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三上　正美

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

中西　敏夫

整理番号 19-2 作成部署 保健福祉部　福祉課社会福祉協議会補助事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

地域福祉推進体制の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同　上

施策）

章
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昭和３０年

3,200
直接事業費

36,01747,217 41,240

44,499

地方債

一般財源

3,228

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.02 0.02

50,445 39,276 48,836

3,682 3,504

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

13,749 11,260

在宅福祉サービス利用者

地域福祉推進事業 700700

人

人

610545 595 610

1,008 623

0.02

9,000

180

44,679

0.02

9,000

49,016

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 50,625 39,456

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 180180 180

その他特財 3,259

100

3,610 3,610

13,578

100

2,200 2,200

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

総事業費÷総利用者数

【指標の定義（算式等）】

12,376

82資金貸付・心配ごと相談利用者

計

一人当たりの事業費

155

円

人

ボランティアｾﾝﾀｰ活動事業 人 1,974 2,204



□

□

□

■

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

1次評価のとおり

少子高齢化が急速に進むなか、ますます地域福祉の
重要性が増し、市民との協働による福祉活動の必要
性とニーズが高まっている。今後とも、市と社会福祉協
議会の連携のもとに地域福祉の増進を図っていく必要
がある｡

□拡大重点化

【２次評価】

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

今後の方向性（課題と解決方法等）【１次評価】

■現状継続
□見直し

外部評価委
員会の総合

判定

事務事業担当部局の
総合判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

■現状継続
□見直し

□終了

□拡大重点化

□統合

地域福祉の向上は、市行政と社会福祉協議会が連
携、協力して実現を図っていくべきものである。企業や
市民は賛助会費という形で参画している。

地域福祉の向上に向け在宅福祉サービスやボラン
ティアの育成など図られている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

社会福祉協議会は基本的には自主財源を持ってない
ことから、市が補助を行う必要がある。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

ボランティア関係事業は受益者負担を求めている。在
宅福祉サービスは社協が福祉活動を展開して、市民
に利益を与えるものであり受益者負担にはなじまな
い。

評点区分

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定 今後の方向性

現状継続

　１次評価（少子高齢化が急速に進むなか、ますます地域福祉の重要性が増し、市民との協
働による福祉活動の必要性とニーズが高まっている。今後とも社会福祉協議会の役割が重
要となることから、市と社会福祉協議会の連携のもとに地域福祉の増進を図っていく）のとお
り。

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 19-2

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）



補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

8,353

交付先団体等の
活動内容

　市内における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福
祉に関する活動の活性化により、地域福祉の増進を図る｡

・社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
・社会福祉に関する活動への住民参加のための援助
・社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成
・保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事　業の連絡
・共同募金事業への協力　・ボランティア活動の振興　・生活福祉資金貸付事業

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

4,534

11,877

5,473

4,412

助成金 5,282

（単位：千円）

受託金収入 16,083

5,528

17年度（決算）区　　　　分

14,498

50,445

5,740

5,423会費

本市補助・交付金の額 （Ａ）

寄付金・共同募金配分収入

19年度（予算）

39,276

7,4586,931 5,842

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

44,499

4,160

事業費

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

事業収入

その他

人件費

事務費

86,924

7,786

39,635

6,536 7,471 8,307

43,124 34,382

83,461

26,80221,792 21,228

5,176

73,201

6,380

83,461

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

北広島市社会福祉協議会補助金

社会福祉法人　北広島市社会福祉協議会　会長　成澤　信男

18年度（決算）

79,273

53 ％

2,337

％

50,625 39,554

62 ％ 54 ％

補助・交付金の算出根拠

その他

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

・人件費全額　・事業費定額

45,968

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100 ％ 99 97

設立年 昭和30年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 19-2

■運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（18年度）

事務局の状況
（18年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年3月末現在）不明

81,268

4,944

5,874

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 5,656 6,072

補助・交付金の対象経費（項目） 人件費、事業費 人件費、事業費 人件費、事業費

□事業費のみに充当


